
第１回 議会議員の定数及び任期等検討小委員会 

 

と き：平成 15 年 10 月 5 日（日） 

                             午後４時～ 

ところ：築館町役場 ２階講堂 

 

 

次       第 

 

 

１ 開   会 

 

２ 挨   拶   栗原地域合併協議会長 

 

３ 役員の選出 

        委 員 長（          ） 

        

        副委員長（          ） 

 

４ 案   件 

 

１） 議会議員の定数及び任期等の検討 

 

 

２）今後のスケジュール 

 

 

３）その他 

 

 

 

４ 閉   会 



 

議会議員の定数及び任期等検討小委員会の設置について 

 

 

1．名  称  議会議員の定数及び任期等検討小委員会 

2．設置年月日 平成１５年９月１９日 

3．目  的  議会議員の定数及び任期の取り扱い等についての検討。 

4．付託事項  地方自治法による原則及び合併特例法による特例措置も含め、

新市の望ましい議会議員の定数、任期等を検討する。 

5．委 員 数   議会議員１０名・学識経験者１０名 

6．「議会議員の定数及び任期等検討小委員会」委員名簿 

                        

区  分 区  分  

第７条第１項第２号（議会議員） 

 

第７条第１項第 3号（学経委員） 

1 石 川 正 運（議員） 築館 11 長谷川 厚 子（学経） 築館 

2 高 橋  義 雄（議員） 若柳 12 三 浦 徹 也（学経） 若柳 

3 千 葉  伍 郎（議員） 栗駒 13 佐 藤 多惠子（学経) 栗駒 

4 佐 藤  幸 生（議員） 高清水 14 海老田 慶 子（学経） 高清水 

5 佐 藤 重 美（議員） 一迫 15 白 鳥 文 雄（学経) 一迫 

6 佐々木 幸 男（議員） 瀬峰 16 津 藤 國 男（学経） 瀬峰 

7 菅 原     登（議員） 鶯沢 17 須 藤   茂（学経） 鶯沢 

8 高 橋  光 治（議員） 金成 18 後 藤 和 廣（学経） 金成 

9 遠 藤    實（議員） 志波姫 19 白 鳥 一 彦（学経） 志波姫 

10 茂 泉  文 男（議員） 花山 20 中 條 彦 登（学経） 花山 

◎委員長／高橋 義雄   ○副委員長／白鳥 一彦 



栗原地域合併協議会小委員会規程 
 
（趣旨） 
第１条 この規程は、栗原地域合併協議会規約第１１条第２項の規程に基づき、栗原

地域合併協議会小委員会（以下「小委員会」という。）の組織及び運営に関し、必要

な事項を定めるものとする。 
 
（組織等） 
第２条 小委員会は、協議会から付託された事務ごとに設置するものとし、会長が指

名する協議会委員をもって組織する。 
２ 小委員会ごとに委員長及び副委員長を置く。 
３ 委員長及び副委員長は、当該小委員会の委員の互選によって定める。 
 
（委員長の職務） 
第３条 委員長は、小委員会を代表し、会務を総理する。 
２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 
（会議） 
第４条 小委員会は、委員長が必要に応じて召集し、委員長がその議長となる。 
 
（職員等の出席） 
第５条 小委員会は、必要に応じて関係町村の職員等を会議に出席させ、説明を求め

ることができる。 
 
（報告） 
第６条 委員長は、会議の協議経過及び結果について、会長に報告しなければならな

い。 
 
（処務） 
第７条 小委員会の処務は、事務局において処理する。 
 
（委任） 
第８条 この規程に定めるもののほか、小委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。 
 
   附 則 
 この規則は、平成１５年７月１日から施行する。 



 

 

議会議員の定数の定数及び任期等小委員会 

 

第１回／討議資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栗原地域合併協議会 



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村 備考

２２人 ２２人 ２２人 １４人 １８人 １８人 １４人 １８人 １８人 １２人 １７８人

１８人 ２０人 １９人 １４人 １６人 １６人 １２人 １６人 １４人 １０人 １５７人

１８人 １８人 １８人 １４人 １６人 １６人 １２人 １６人 １４人 １０人 １５２人

改選日 平成１５年　１月２３日 平成１１年１２月　１日 平成１２年　２月２９日 平成１５年　４月３０日 平成１５年１０月　１日 平成１４年　３月　４日 平成１５年　５月　１日 平成１５年　６月　１日 平成１５年　４月３０日 平成１５年　４月３０日

満了日 平成１９年　１月２２日 平成１５年１１月３０日 平成１６年　２月２８日 平成１９年　４月２９日 平成１９年　９月３０日 平成１８年　３月　３日 平成１９年　４月３０日 平成１９年　５月３１日 平成１９年　４月２９日 平成１９年　４月２９日

総務常任委員会
　　　　　　　　６人

総務常任委員会
　　　　　　　　７人

総務常任委員会
　　　　　　　　７人

総務教育厚生
　　　常任委員会 ７人

総務企画常任委員会
                ６人

総務常任委員会
　　　　　　　　６人

総務民生常任委員会
                ６人

総務企画常任委員会
                ６人

総務産業常任委員会
                ７人

総務常任委員会
　　　　　　　　５人

教育民生常任委員会
　　　　　　　　６人

産業土木常任委員会
 　　　　　　　 ７人

文教福祉常任委員会
                ７人

産業建設常任委員会
　　　　　　 　  ７人

産業建設常任委員会
　　　　　　 　 ６人

文教社会常任委員会
                ５人

産業建設文教
　　常任委員会  ６人

教育民生常任委員会
　　　　　　　　５人

文教民生常任委員会
                ７人

経済土木常任委員会
　　　　　　　　５人

産業建設常任委員会
　　　　　　 　 ６人

文教民生常任委員会
 　　　　　　　 ６人

産業建設常任委員会
                ６人

教育福祉常任委員会
                ６人

産業土木常任委員会
　　　　　　 　 ５人

産業建設常任委員会
                ５人

議長 ２９２，０００円 ２９２，０００円 ２９２，０００円 ２５５，０００円 ２８２，０００円 ２６０，０００円 ２６０，０００円 ２８０，０００円 ２８０，０００円 ２４６，０００円

副議長 ２４１，０００円 ２４１，０００円 ２４１，０００円 ２１３，０００円 ２３６，０００円 ２１７，０００円 ２１７，０００円 ２３４，０００円 ２３４，０００円 ２０９，０００円

常任委員長 － － － ２０１，０００円 － ２０５，０００円 ２０１，０００円 － ２２７，０００円 １９１，０００円

議会運営委員長 － － － ２０１，０００円 － ２０５，０００円 ２００，０００円 － ２２７，０００円 １９１，０００円

議員 ２２８，０００円 ２２８，０００円 ２２８，０００円 １９６，０００円 ２２４，０００円 ２００，０００円 ２００，０００円 ２２２，０００円 ２２２，０００円 １９０，０００円

　６月 １７０／１００ １７０／１００ １７０／１００ １５５／１００ １７０／１００ １７０／１００ １７０／１００ １５５／１００ １７０／１００ １７０／１００

１２月 １８０／１００ １８０／１００ １８０／１００ １７０／１００ １８０／１００ １８０／１００ １８０／１００ １７０／１００ １８０／１００ １８０／１００

基礎額への加算割合 １０／１００ １５／１００ － － １５／１００ － １５／１００ １５／１００ － １５／１００

予算特別委員会 予算特別委員会 予算特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会 予算審査特別委員会

決算特別委員会 決算特別委員会 決算特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会 決算審査特別委員会

広報調査特別委員会 広報編集特別委員会
広報編集調査特別委員
会

議会広報編集調査特別
委員会

町村合併調査特別委員
会

議会広報調査特別委員
会

合併問題調査特別委員
会

町村合併特別委員会
町村合併調査特別委員
会

町村合併調査特別委員
会

町村合併調査特別委員
会

合併調査特別委員会
環境・土壌等調査特別
委員会

合併特別委員会
必要に応じ、議会の議
決で設置する。

市町村合併に関する調
査特別委員会

環境問題調査特別委員
会

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

病院建設特別委員会
町村合併等調査特別委
員会

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

浄水場建設特別委員会
必要に応じ、議会の議
決で設置する。

必要に応じ、議会の議
決で設置する。

報酬（月額）

年４回（３月、６月、９月、１２月）

法定数

期末手当

協　議　項　目

参　　　　考　　　　事　　　　項

議員定数

常任委員会

合併時議員定数
　　　（定数削減後）

任期

その他（特別委員会）

定例会



（平成１２年国勢調査人口）

　（７）～（１１）略

　関係市町村が２以上のときは設置関係市町村の協議により、設置関係市町村が１のときは当該設置関係市町村の議会の議決を経て、あらかじめ、新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めなければならない。

８　前項の規定により新たに設置される市町村の議会の議員を定めたときは、設置関係市町村は、直ちに当該定数を告示しなければならない。

９　前項の規定により告示された新たに設置される市町村の議会の議員の定数は、第１条の規定に基づく当該市町村の条例により定められたものとみなす。

７　第７条第１項の規定により市町村の設置を伴う市町村の配置分合をしようとする場合において、その区域の全部又は一部が当該配置分合により新たに設置される市町村の区域の全部又は一部となる市町村（以下本条において「設置関係市町村」という。）は、設置

２　前項の任期の起算、補欠議員の在任期間及び議員の定数に異動が生じたためあらたに選挙された議員の在任期間については、公職選挙法第２５８条及び第２６０条の定めるところによる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（公職選挙法第２５８条〔議会の議員の任期の起算〕　地方公共団体の議会の任期は一般選挙の日から起算する。《略》）
〔人口の定義〕

〔任期〕

第９３条　普通地方公共団体の議会の議員の任期は、４年とする。

１０ 第７項の協議については、設置関係市町村の議会の議決を経なければならない。

　　まで減少する。

　※この特例による場合も、合併特例法の特例措置を適用しない場合と同様に、合併

○地方自治法（抜粋）

〔市町村議会の議員の定数〕

第９１条　市町村の議会の議員の定数は、条例で定める。

２　市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定める数を超えない範囲内で定めなければならない。

　（１）～（４）略

　（５）人口５万未満の市及び人口２万以上の町村　　　２６人

　（６）人口５万以上１０万未満の市　　　　　　　　　３０人

第７条　市町村の合併に際し、合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の

第２５４条　この法律における人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の結果による人口による。

○公職選挙法（抜粋）

〔設置選挙〕

第３３条３　市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項（市町村の設置の告示）の告示による当該市町村の設置の日から５０日以内に行う。

○市町村の合併の特例に関する法律（抜粋）

〔議会の議員の在任に関する特例〕

　　　２倍を超えない範囲　３０人×２＝６０人以内

有

②市町村の合併の特例に関する法律第６条を適用する場合（定数特例）

設置選挙の日から４年
　　　　　（地方自治法第９３条第１項）
・設置選挙に限り合併関係町村の協議により、地方自治法第９１条第２項の定数の２倍
を超えない範囲で定数を定めることができる。

・栗原１０町村人口　８４,９４７人（平成１２年国勢調査人口）

設置選挙の日から４年
　　　　　（地方自治法第９３条第１項）

・市町村の議会議員の定数は、条例で定める（地方自治法第９１条第１項）
・地方自治法第９１条第２項の規定に基づく市町村人口区分ごとの上限数の範囲内で、
合併関係町村の協議により、あらかじめ定めた定数。

設置の日から５０日以内（公職選挙法第３３条第３項）

人口３０万人以上５０万人未満

３　定数 　留意事項

　議会議員の定数（地方自治法第９１条第２項）　　

改正後人口区分（平成１５年１月１日施行）

人口５万人未満

人口５万人以上１０万人未満

　　ときは、地方自治法第９１条第２項の定数に復帰する。

　　関係町村の協議により、あらかじめ定数を定める必要がある。

上限数

人口１０万人以上２０万人未満

①市町村の合併の特例に関する法律を適用しない場合

　・栗原１０町村人口　８４,９４７人

設置の日から５０日以内（公職選挙法第３３条第３項）

　　関係町村の協議により、あらかじめ定数を定める必要がある。

選挙は行わない。

　合併関係町村の廃止と同時に失職するが、合併関係町村の協議により、合併後２年を超
えない範囲で協議で定める期間、引き続き議会議員として在任できる。

　合併関係町村の議員数が、地方自治法第９１条の定数を超えるときは、当該数をもって
合併町村の議会議員の定数とする。

・栗原９町１村の議員数　１５２人　(合併時の定数)

　※この特例による場合も、合併特例法の特例措置を適用しない場合と同様に、合併

　※この特例による定数は、解散、総辞職等によって議会議員がすべていなくなった

　留意事項

無

２　議会議員の定数及び任期の取扱いの方法

合併関係町村の廃止と同時に当該町村の議会議員が失職する。合併関係町村の廃止と同時に当該町村の議会議員が失職する。１　議員の身分

市

２　任期

　　ときは、これに応じてその定数は、地方自治法第９１条の規定による定数に至る

人口５０万人以上９０万人未満

有

１　基本的考え方
　　　・新設合併することにより、栗原１０町村の法人格は消滅するので、原則として当該議会議員は失職することになる。

　　　・このため、新市の設置の日から５０日以内に、地方自治法の規定に基づく定数内で設置選挙を行うか、市町村の合併の特例に関する法律の規定に基づく定数特例又は在任特例を適用するかを選択することになる。

      ・平成１５年１月１日施行の改正自治法上では、廃置分合により市町村が新設される場合、条例案を審議すべき議会自体が未成立であり、新設市町村により議会議員の定数を定めることができないため、改正自治法第９１条第７項～第１０項において、合併前に旧市町村で協議し、議決

参　　　　考　　　　事　　　　項

        の上、告示しなければならないとされている。なお、この場合の告示された定数は条例により定められた定数とみなされる。

　かかわらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われる選挙によ

　り選出される議会の議員の任期に相当する期間に限り、同項に規定する定数の２倍に

　る。

２～７　《略》

〔議会の議員の定数に関する特例〕

第６条　新たに設置された合併市町村にあっては、地方自治法第９１条第１項の規定に

　議員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、次に掲げ

　る期間に限り、引き続き合併市町村の議会の議員として在任することができる。この

　場合において、市町村の合併の際に当該合併市町村の議会の議員である者の数が地方

○市町村の合併の特例に関する法律（抜粋）

　自治法第９１条の規定する定数を超えるときは、同条の規定にかかわらず、当該数を

　もって当該合併市町村の議会の議員の定数とし、議員に欠員が生じ、又は議員がすべ

　てなくなったときは、これに応じて、その定数は、同条の規定による定数に至るまで

　減少するものとする。《略》

２　前項の規定は、前条第１項又は第２項の協議が成立した場合には適用しない。

　相当する数を超えない範囲でその議会の定数を増加することができる。ただし、議員

　がすべてなくなったときは、その定数は、同項の規定による定数に復帰するものとす

（１）新たに設置された合併市町村にあっては、市町村の合併後２年を超えない範囲で

　　当該協議で定める期間

（２）《略》

　なければならない。

８　第１項、第２項又は第５項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経る

　ものとし、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示し

区分
原　　　　　　　　　　則

４　選挙期日

５　補欠選挙の適用

６　参考法令

４６人

５６人

人口２０万人以上３０万人未満

市町村の合併の特例に関する法律を適用する場合

　　　　　　　　　　（市町村の合併の特例に関する法律第６条第１項）

２６人

３０人

３４人

３８人

③市町村の合併の特例に関する法律第７条を適用する場合（在任特例）

合併後２年を超えない範囲で協議で定める期間
　　（市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号）

　　合併後の人口が５万人以上１０万人未満＝３０人（地方自治法第９１条第２項）

　※この特例による場合、議会議員に欠員が生じ、又は議会議員がすべてなくなった



１６人

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

２２ヶ月（１年１０ヶ月）

１８人

１４人

１５２人

２６ヶ月（２年２ヶ月）

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

１８ヶ月（１年６ヶ月）

１６人

１２人

１６ヶ月（１年４ヶ月）

在任特例を適用し、旧町
村の議会議員が、全員引
き続き在任する場合

志波姫町

新市の設置の日から５０
日以内に市議会議員選挙
を行う場合

若柳町

高清水町

花山村

築館町

９
町
１
村
議
会
の
議
決

新
市
の
議
会
議
員
の
定
数
を
協
議

一迫町

瀬峰町

鶯沢町

金成町

１８人

１６人

１０人

２６ヶ月（２年２ヶ月）

平成17年3月14日合併

 合併前の最終任期満了日
 から合併までの期間

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

１３ヶ月（１年１ヶ月）

３７ヶ月（３年１ヶ月）

区分

平成17年3月14日合併

 合併前の最終任期満了日
 から合併までの期間

築館町

若柳町

栗駒町

１４人

１８人

１８人

設置選挙

区分
議員定数
（人）

合計

高清水町

３　議会議員の定数及び任期の取扱いの検討フロ－チャ－ト

一般選挙

任期：４年

議員定数
（人）

１８人 １６ヶ月（１年４ヶ月）

栗駒町 １８人 １３ヶ月（１年１ヶ月）

１４人２３ヶ月（１年１１ヶ月）

一迫町 １６人 １８ヶ月（１年６ヶ月）

２２ヶ月（１年１０ヶ月）

志波姫町 １４人

１６人 ３７ヶ月（３年１ヶ月）

鶯沢町 １２人２３ヶ月（１年１１ヶ月）

瀬峰町

１５２人

花山村 １０人

金成町 １６人

１６人

区分
議員定数
（人）

　　　　　　　　　　　　３年１１ヶ
月

築館町 １８人

　　　　　　　　　　　　　３年１ヶ月

高清水町 １４人

　合併前の最終任期満了日から在任特例
　期間（最長２年間）までの期間

若柳町 １８人

栗駒町 １８人

在任特例期間
（最長２年）

　　　　　　　　　　　　３年１０ヶ
月

　　　　　　　　　　　　　５年１ヶ月
　　　　　　　　　　　　３年１１ヶ
月

選挙なし

　　　　　　　　　　　　　４年２ヶ月

平成17年3月14日合併 平成19年3月13日

一般選挙

　　　　　　　　　　　　３年１１ヶ
月

　　　　　　　　　　　　３年１１ヶ
月

任期：４年

条例定数（３０人以内）

設置選挙

定数特例を適用しない

定数特例を適用する

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

２３ヶ月（１年１１ヶ月）

６０人（法定数の２倍）
以内

一般選挙

合計

在任期間（最長２年間）
を協議

１５２人

１４人

一迫町

金成町 １６人

志波姫町

花山村 １０人

合計

　　　　　新設合併
　（平成１７年３月１３日
　　に全員失職）

瀬峰町 １６人

鶯沢町 １２人

　　　　　　　　　　　　　３年６ヶ月

　　　　　　　　　　　　　３年４ヶ月

参　　　　考　　　　事　　　　項

平成21年任期満了日

平成21年任期満了日

平成23年3月13日

条例定数（３０人以内） 条例定数（３０人以内）

任期：４年

任期：４年

任期：４年

条例定数（３０人以内）



協　議　事　項 参　　　考　　　項　　　目

４ メリット、
　 デメリット

表－１

区　　　　分
選　　　択　　　肢

市町村の合併の特例に関する法律を適用しない場合
（地方自治法第９１条を適用し原則どおり）

市町村の合併の特例に関する法律第６条を適用する場合
（定数特例）

市町村の合併の特例に関する法律第７条を適用する場合
（在任特例）

メリット

・議員の数が地方自治法上の定数である３０人以内であ
ることから、議会運営のスリム化、効率化が図られる。
・議員の人件費などの経費面においても合併の効果が期
待でき、効率的な方法であるといえる。

・議員の数が特例により増加（６０人以内）することと
なり、議員数の激減による旧市町の地域の声が新市の施
策に反映される機会が減少するという不安は緩和される
といえる。

・旧市町の議員が新市の施行に関わることにより、旧市
町の地域の声が反映され、全般的に見ても新市への移行
が円滑になされると考えられる。

・議員の数の増加により、既存の議場では対応できず、
また、人件費などの経費面においても多大になるという
ことで効率面においてはマイナスである。
・人口あたりの票の格差が生じる。

デメリット

・議員数の激変により旧市町ごとの地域の声が届かなく
なるといった懸念がある。
・議員は設置選挙で新たに選出されることとなり、議員
の交代によって新市への円滑な移行の障害になることも

・議員の数の増加により、既存の議場では対応できず、
また、人件費などの経費面においても多大になるという
ことで効率面においてはマイナスである。

表－２

区　　　　分

○

選　　　択　　　肢

市町村の合併の特例に関する法律を適用しない場合
（地方自治法第９１条を適用し原則どおり）

市町村の合併の特例に関する法律第６条を適用する場合
（定数特例）

市町村の合併の特例に関する法律第７条を適用する場合
（在任特例）

△ ×

議員人件費 ○ △ ×
経済性

議場の確保

○

旧市町議会の継続性 ×

△ ×

旧市町の地域の声 × △ ○議会運営

議会運営の効率化

△ ○

５ 議員報酬財政効果
・議員報酬財政効果（４年間の比較）

パタ－ン①

【前提条件】

・報酬額は現状の１０町村の報酬が一番高い築館町、若柳町、栗駒町の月額

２４１，０００円 議員 ２２８，０００円

・期末手当として３．５か月分加味

議長 ２９２，０００円 副議長

項　　目 任　　期 報酬総額 ①との差額

設置選挙① ４年 ４２８，８５４，０００円

４２４，０８０，０００円

在任特例１５２名の場合③ ２年（１５２名）+２年（３０名） １，２９１，１５０，０００円 ８６２，２９６，０００円

定数特例６０名の場合② ４年 ８５２，９３４，０００円

※１　定数特例については定数を最大の６０にした場合

※２　在任特例については在任期間を２年とし、その後の定数を３０名にした場合

パタ－ン②

【前提条件】

・報酬額は全国市議会議長会のモデル団体（人口５万人－１０万人規模　２２６市）の議員等報酬月額の平均月額（平成１４年１２月３１日現在）

議長 ４９６，０００円 副議長 ４３９，０００円 議員 ４０９，０００円

・期末手当として３．５か月分加味

項　　目 任　　期 報酬総額 ①との差額

設置選挙① ４年 ７６７，９９４，０００円

７６０，７４０，０００円

在任特例１５２名の場合③ ２年（１５２名）+２年（３０名） ２，３１４，８３２，０００円 １，５４６，８３８，０００円

定数特例６０名の場合② ４年 １，５２８，７３４，０００円

※１　定数特例については定数を最大の６０にした場合

※２　在任特例については在任期間を２年とし、その後の定数を３０名にした場合



参　　　　考　　　　事　　　　項

６　議会議員の選挙区 ○選挙区の設置
　①特に必要があるときは、条例で選挙区を設けることができる。（公職選挙法第１５条第６項）

　②選挙区の定数は、人口に比例して条例で定めなければならない。ただし、特別な事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることができる。（公職選挙法第１５条第８項）

　③合併に際して選挙区を設置する場合の定数は、人口に比例しないで定めることができる。（公職選挙法施行令第９条）

【参考法令】

○公職選挙法

〔地方公共団体の議会の議員の選挙区〕

第１５条

１～５　《略》

６　市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設けることができる。但し、地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下、「指定都市」という。）については、区の区域をもって選挙区とする。

７　第２項、第３項又は前項の規定により選挙区を設ける場合においては、行政区画、衆議院（小選挙区選出）議員の選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければならない。

８　各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定めなければならない。ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることができる。

９　前各項に定めるもののほか、地方公共団体の議会の議員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関し必要な事項は、政令で定める。

○公職選挙法施行令

〔人口に比例しない議員の定数〕

第９条　市町村の廃置分合又は境界変更があった場合においては、関係区域を区域とする選挙区又は関係区域を編入した選挙区において選挙すべき当該市町村の議会の議員の定数は、人口に比例しないで定めることができる。

７　参考事例 ○市町村の合併の特例に関する法律を適用しない事例

新市町村名 関係市町村 人口 在任議員数 任期満了日 合　併　期　日 調　　整　　方　　針

丹後町 ７，１６４人

弥栄町 ６，１３２人

９６人

Ｈ１９．　２．１２

１８人 Ｈ１８．　５．　９

１４人 Ｈ１９．　４．２９

１４人 Ｈ１９．　５．１４

Ｈ１６．　３．　１
合併予定

６町の議会議員は、市町村の合併の特例に関する法律第６条及び第７条の特例は適用せず、地方自治
法第９１条第１項及び第２項の規定に基づき３０人とし、新市の設置の日から５０日以内に選挙を実施
する。

大宮町 １０，８０５人 １６人 Ｈ１９．　４．１９

網野町 １６，０５６人

久美野町 １１，８５７人 １８人

６５，５７８人

１６人

京丹後市
（京都府）

峰山町 １３，５６４人

Ｈ１９．　２．　９

丹波市
（兵庫県）

柏原町 ９，９４７人

７２，８６２人

１４人

９６人

Ｈ１５．１０．２９

１６人 Ｈ１６．１１．　１
合併予定

６町の議会議員は、市町村の合併の特例に関する法律第６条及び第７条の特例は適用せず、地方自治
法第９１条第１項及び第２項の規定に基づき３０人とし、新市の設置の日から５０日以内に選挙を実施
する。

氷上町 １９，２９９人 １８人 Ｈ１５．　９．　２

青恒町 ７，４０１人 Ｈ１９．　５．　４

春日町 １２，３９０人 １６人 Ｈ１９．　４．２９

Ｈ１７．　４．２６

市島町 １０，１７２人 １６人 Ｈ１９．　４．２９

山南町 １３，６５３人 １６人

※人口はＨ１２国勢調査人口

○定数特例の先進地事例

新市町村名 関係市町村 人口 在任議員数 任期満了日 合　併　期　日 調　　整　　方　　針

金井町 ７，１２８人

新穂村 ４，５４４人
１５６人

Ｈ１５．１１．２７

１８人 Ｈ１７．１２．１８

１６人 Ｈ１５．１１．　２

１４人 Ｈ１９．　４．２９ Ｈ１６．　３．　１
合併予定

１．新市の議会の議員の定数
　地方自治法第９１条の規定に基づき、定数を３０人と定める。

２．特例法による取扱い
　市町村の合併の特例に関する法律第６条第１項の規定を適用し、議員の定数を６０人と定める。

相川町 ９，２２４人 １８人 Ｈ１７．　９．２９

佐和田町 ９，９５６人

Ｈ１６．　３．３０

真野町 ６，１３０人 １６人 Ｈ１６．　３．２４

畑野町 ５，３２０人 １６人

Ｈ１９．　４．３０

羽茂町 ４，４０２人 １３人 Ｈ１６．　３．３０

小木町 ３，８３７人 １４人

赤泊町 ３，１６４人 １４人

７０，８９７人

１７人

佐渡市
（新潟県）

両津市 １７，１９２人

Ｈ１９．　４．２９

三次市
（広島県）

三次市 ３９，５０３人

６１，６３５人

２０人

９８人

Ｈ１９．　４．２９

１２人

Ｈ１６．　４．　１
合併予定

１．地方自治法第９１条第１項に定める新市の議会議員の定数は、２６人とする。ただし、市町村の合
　併の特例に関する法律第６号第１項の規定を適用し、新市の設置後最初に行われる選挙により選出さ
　れる議会の議員の任期に相当する期間に限り、３８人とする。

２．新市の設置後最初に行なわれる選挙につき、公職選挙法第１５条第６項及び公職選挙法施行令第９
　条の規定を適用し、三次市、君田村、布野村、作木村、吉舎町、三良坂町、三和町及び甲奴町の８つ
　の区域により選挙区を設けるものとし、各選挙区において選挙すべき定数は、三次市２０人、君田村
　２人、布野村２人、作木村２人、吉舎町３人、三良坂町３人、三和町３人、甲奴町３人とする。

君田村 ２，０００人 １０人 Ｈ１９．　４．３０

布野村 ２，００３人 Ｈ１６．１０．　５

作木村 ２，０１４人 １０人 Ｈ１９．　４．３０

吉舎町 ５，０９３人 １２人

三良坂町 ３，９７２人 １０人

三和町 ３，７８９人 １２人

Ｈ１７．　２．２７

Ｈ１９．　４．３０

※人口はＨ１２国勢調査人口

Ｈ１６．　３．３０

甲奴町 ３，２６１人 １２人 Ｈ１８．１１．１０



参　　　　考　　　　事　　　　例

７　参考事例 ○在任特例の先進地事例

新市町村名 関係市町村 人口 在任議員数 任期満了日 合　併　期　日 特例延長期間 調　　整　　方　　針

対馬市
（長崎県）

厳原町 １５，４８５人

４１，２３２人

２０人

９１人

Ｈ１７．　５．３１

Ｈ１６．　３．　１
合併予定

１年２ヶ月
議会議員については平成１７年５月３１日まで引き続き新市の議会として在職し、報酬などについて
は、合併時に調整する。

上対馬町 ８，４２３人 １４人 Ｈ１９．　４．２９

美津島町 ５，２２６人 １６人 Ｈ１９．　５．３０

豊玉町 ４，７０５人 １４人 Ｈ１９．　５．３１

Ｈ１７．　６．１３

上県町 ４，４９６人 １４人 Ｈ１５．　９．２５

峰町 ２，８９７人 １３人

南アルプス市
（山梨県）

八田村 ７，０１６人

６１３人

若草町 １１，１０５人

櫛形町

９５人

Ｈ１８．　６．　６

１０人 Ｈ１５．　４．２９

１６人 Ｈ１９．　３．　９
Ｈ１５．　４．　１ １年１１ヶ月

市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、平成１７年２月２８日まで引
き続き新市の議会の議員として在任する。

白根町 １９，２４７人 ２０人 Ｈ１５．　４．２９

芦安村

１８，９２０人 １６人 Ｈ１５．　４．２９

甲西町 １３，２１５人 １７人 Ｈ１７．１０．１０

７０，１１６人

１６人

※人口はＨ１２国勢調査人口

○宮城県内の動向（参考）

新市町村名 関係市町村 人口 在任議員数 任期満了日 合　併　期　日 特例延長期間 調　　整　　方　　針

加美町
（宮城県）

中新田町 １３，９２９人

２８，３３０人

１７人

４９人

Ｈ１５．　４．２９

８，０９２人 １８人 Ｈ１５．　４．２９

宮崎町 ６，３０９人 １４人 Ｈ１５．　６．３０

※人口はＨ１２国勢調査人口

Ｈ１５．　４．　１ ２年

  地方自治法第９１条第７項の規定に基づき、３町の協議により定める新町の議会議員の定数は２０人
とする。また、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、３町の議会議員
が、平成１７年３月３１日まで引き続き新町の議会の議員として在任する。

小野田町

協議会名 協議会の動向

大崎地方合併協議会
小委員会に付託し、協議、調整のうえ、協議会で決定する。　継続審議中
【住民代表から在任特例を適用しないよう要請あり。法定定数に近い定数特例は容認】

柴田町・村田町・大河原町合併協議会
協議会に白紙で提案。継続審議中
【住民代表から在任特例、定数特例を適用しないよう文書要望あり】

登米地域合併協議会
定数特例（定数６０人）、合併１年後までの在任特例（定数１５４人）を提案。
【協議会で異論が相次ぎ、特例なしの本則選挙も追加提案した】
継続協議中（１０月３１日までを目標に結論を出す）

矢本町・鳴瀬町合併協議会
①合併特例法を適用しない（原則）
  定数は２４人。ただし新市設置後最初の選挙に限り２６人。

亘理町・山元町合併協議会 小委員会に付託し、協議、調整のうえ、協議会で決定する。

気仙沼・本吉町・唐桑町合併協議会
①合併特例法を適用しない（原則）
②定数に関する特例を適用する。
③在任に関する特例を適用する。３案を協議会に併記提案  継続審議中

小牛田町・涌谷町・南郷町合併協議会 未定

石巻地域合併協議会 小委員会に付託し、調査、審議の上、協議会において決定する。

志津川町・歌津町合併協議会 小委員会に付託し、協議会において決定する。



 



参考資料１ 

 

－議会議員の退職年金等の取扱い－ 

 

議会議員の退職年金の受給資格は、地方公務員等共済組合法（共済法）により議員在職

１２年以上となっており、１２年未満の場合は、退職一時金が支給されます。 

これに対して、合併特例法では、特例措置として、合併により満了前に退職した者のう

ち、当該合併がなされなければ在職１２年以上となった者については、退職年金の受給資

格が与えられます。 

 

 

合併特例法による特例 

（新共済法附則で改正） 

在 職 期 間 支給種別 支   給   額 

８年以上 ／ ９年未満 退職年金 平均標準報酬年額 × （30／150） 

９年以上／１０年未満 〃 平均標準報酬年額 × （33／150） 

１０年以上／１１年未満 〃 平均標準報酬年額 × （37／150） 

１１年以上／１２年未満 〃 平均標準報酬年額 × （41／150） 

 

 

退職月までの議員在職期間の標準報酬総額 
平均標準報酬年額 ＝ 

議員在職月数 
× 12 ヶ月 

 



H15.10.1現在（下線は9/15からの変更箇所）

そ　の　他

新市町の名称 市町村建設計画

確認事
項

備考 将来構想 建設計画
検討組
織

加美郡四町合併協議会 H14.2.1
中新田町、小野田町、宮崎町、色
麻町

36,492 570 新設 H15.4.1 加美市
公募し、小委員会
で検討

旧中新田町

すべて新市に引き継ぐ
（温泉保養施設の改修
等に充てるため、町有
林の売り払い収入の
1/10を積立）

在任特例
（H17.3.31まで）

設置 ○（中間案） ○ 協議会
（H14.11.1
から休止）
H15.3.31

中新田町・小野田町・宮崎町合
併協議会

H14.11.8 中新田町、小野田町、宮崎町 28,330 461 新設 H15.4.1 加美町 事務局提案 旧中新田町 同 上

在任特例
（H17.3.31まで）
合併後の本来定
数は20

設置 ○（中間案） ○ 協議会 H15.3.31

柴田町・村田町・大河原町合併
協議会

H14.12.25 柴田町、村田町、大河原町 75,418 157 新設
H17.3.31まで
を目標

公募し、小委員会
で検討(7/1～31,第
二次候補：しばた、
柴田、さくら、仙南、
大柴田）

小委員会で検討
(９月を目標に候
補地絞込）

すべて新市に引き継ぐ
（村田町有山林の一部に
ついては、地域の特殊事
情を考慮し、合併時まで
に調整）

協議中
△(8/26提
出)

協議会

矢本町・鳴瀬町合併協議会 H15.4.1 矢本町、鳴瀬町 43,180 102 新設
H17.3.31まで
を目標

小委員会を設置し、
選定方法を検討の
上、公募(10/1～
10/30)の後、候補を
選定し協議会で決定

現矢本町役場 すべて新市に引き継ぐ

原則（定数24人。
ただし新市設置
後最初の選挙に
限り26人）

登米地域合併協議会 H15.4.1
迫町、登米町、東和町、中田町、豊
里町、米山町、石越町、南方町、津
山町

93,769 534 新設 H17.3.22
公募し、協議会で決
定(9/1～9/30)

すべて新市に引き継
ぐことを提案（財政調
整基金はH16標準財
政規模の6%を、減債
基金はH16普通会計
起債残高の5%を持ち
寄るよう努める）

①定数特例（60人）
②在任特例（1年
間）③原則どおり、
のいずれかとするこ
とを提案

設置を
提案

△（9/19　まちづく
りの将来像までを
確認）

協議会

気仙沼市・本吉町・唐桑町合併
協議会

H15.5.21 気仙沼市、本吉町、唐桑町 82,394 333 新設 H17.3.31まで
公募し、協議会で決
定

現気仙沼市役所 すべて新市に引き継ぐ

①原則②定数特例
（上限６０人）③在任特
例（２年以内）のいず
れかとすることを提案

小牛田町・涌谷町・南郷町合併
協議会

H15.6.26 小牛田町、涌谷町、南郷町 46,708 157 新設 H17.3.31

原則として公募とし、
候補の選定を小委員
会に付託し、協議会で
決定

小委員会で候補地
を選定し、協議会
で決定

栗原地域合併協議会 H15.7.1
築館町、若柳町、栗駒町、高清水
町、一迫町、瀬峰町、鶯沢町、金成
町、志波姫町、花山村

84,947 804 新設 H17.3.14
公募し、小委員会に付
託し協議会で決定

小委員会へ付託 小委員会へ付託

大崎地方合併協議会 H15.7.1
古川市、松山町、三本木町、鹿島
台町、岩出山町、鳴子町、田尻町

139,313 795 新設
H17.3末を目
途

公募し、候補の選
定を小委員会に付
託(8/20～9/30)

小委員会に付
託

小委員会に付託
小委員
会に付
託

○（任意協
から引継）

△（8/1序論～４
章新市計画の基
本方針まで確認

小委員
会に付
託

亘理町・山元町合併協議会 H15.7.14 亘理町、山元町 53,307 138
小委員会を設置
し調査、審議し
協議会で決定

小委員会を設置
し調査、審議し協
議会で決定

小委員会を設置し調
査、審議し協議会で決
定

小委員会を設置し
調査、審議し協議
会で決定

小委員会を設置し
調査、審議し協議会
で決定

小委員会を設
置し調査、審
議し協議会で
決定

石巻地域合併協議会 H15.7.25
石巻市、河北町、雄勝町、河南町、
桃生町、北上町、牡鹿町

174,778 551 新設

合併特例法にお
ける財政支援措
置等の適用期限
内

小委員会を設置して調
査、審議し協議会で決
定

小委員会を設置し
て調査、審議し協
議会で決定

小委員会を設置し
て調査、審議し協議
会で決定

志津川町・歌津町合併協議会 H15.8.1 志津川町、歌津町 19,860 164 新設
H17.3.31まで
を目標

公募し、協議会で決
定することを提案

当分の間、現志津
川町役場とし、現歌
津町役場は総合支
所とすることを提案

小委員会へ付託し、
協議会で決定する
ことを提案

白石市・蔵王町・七ヶ宿町合併
に関する共同研究会

H15.1.29 白石市、蔵王町、七ヶ宿町 56,372 702

未来都市づくり研究会 H15.2.14
塩竃市、多賀城市、松島町、七ヶ浜
町、利府町、大和町、大郷町、富谷
町、大衡村

267,121 566

角田市・丸森町市町村合併共同
研究会

H15.2.20 角田市、丸森町 52,222 421

名取市・岩沼市合併問題調査研
究会

H15.3.13 名取市・岩沼市 108,623 161

○ 策定完了
△ 策定中

宮城県内の協議状況

研
究
会

人口(H12
国調）

構成市町村区分 協議会名 設置年月日

法
定
協
議
会

財産債務の取扱い
解散
年月日

面積
(km2)

基　本　５　項　目

地域審
議会

事務所の位置 議員の取扱い方式 期日
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